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【韓国労働ニュース】	

２０１７年８月後半号（１６日～３１日）	

16日	 	 文在寅大統領「韓半島で戦争はダメ」光復節の祝辞で明らかに	

＊大統領は「国民主権は大韓民国建国の理念で、その精神を継承してロウソクを掲げる実

践になった」。「光復（解放）はただ与えられたものではなく、自由と独立の熱望を守

った三千万民族が取り戻したもの」と話した。	

自主のない平和はない！ 我々は戦争に反対し平和を望む！	

＊民主労総が光復 72周年を迎えて『8.15全国労働者大会』を開催し、△韓米連合戦争訓

練の即時中断、△サードの代わりに平和協定の締結、△日帝強制動員の歴史に謝罪・賠

償、△6.15共同宣言履行と制裁でなく対話、を要求した。	

馬事会− 労組『馬匹管理士イシュー』に合意妥結…雇用部、特別勤労監督	

＊多段階雇用構造による劣悪な処遇で馬匹管理士 2 人が続けて命を絶った韓国馬事会慶

南競馬公園問題で、韓国馬事会と馬匹管理士を雇用した調教師、労働組合の間で合意が

成立した。△直接雇用構造改善協議体の構成、△雇用安定・労組活動保障、△馬匹管理

士 2人の名誉回復・遺族補償など。	

『労組破壊』柳成企業のユ・シヨン会長、控訴審で減刑	

＊創造コンサルティングの諮問で不当労働行為を犯した疑惑で 2 月に法廷拘束された

ユ・シヨン会長が、控訴審で 1年 6月から、1年 2月と罰金 100万ウォンに減刑された。	

報道機関のうち『影響力』『信頼度』いずれも１位を占めた JTBC	

＊韓国記者協会が、『所属会社を除いて、どこが最も影響力ある報道機関と考えるか』と

いう質問に、27.4%が JTBCと答えた。一つの媒体が両部門で 1位を占めたのは初めて。	

17日	 	 政府、最低賃金を支援する『雇用安定資金』を新設	

＊最低賃金の引き上げによる、小商工人、中小零細企業の人件費負担を減らすために新設

される。30 人未満の企業に、最近 5 年間の平均最低賃金引上げ率(7.4%)を上回る引き

上げ分の 9%に相当する金額を、来年予算で支援する。	

文在寅政府出帆１００日、公務員・教師「労組する権利、直ちに保障せよ」	

労組結成を妨害する不当労働行為を強く処罰する	

＊文在寅大統領は就任 100日の記者会見で「労組結成を妨害する使用者の不当労働行為に

は、強い意志で取り締まり・処罰する」と強調した。	

労災死亡事故に、元請け業者も最大懲役７年・罰金１億	

＊政府は国政懸案点検調停会議で『重大産業災害予防対策』を議決した。安全措置を履行

せずに起きた重大産業災害には、下請け業者だけでなく元請け企業も同じように、7年

以下の懲役刑や 1億ウォン以下の罰金刑を受けることになる。重大災害を起こした元請

け業者は工事入札時に不利益を受け、コールセンター勤務者などの感情労働者も労災で

保護する法案が作られる。	

韓国の労働者、OECD平均より３８日多く働く	

＊OECDの『2017雇用動向』によると、昨年の就業者 1人当り平均労働時間は 2069時間。

OECD 平均(1764時間)より 305時間も長い。それでも実質賃金は OECD会員国のうち、
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中下位圏に留まった。	

保健医療労組、９月に同時調停申請・全面ストを決議	

＊保健医療労組が下半期闘争計画を立てた。人員補充と非正規職の正規職化要求が受容さ

れなければ、来月ストに入る。	

KBSの記者たち「公営放送の正常化」に･･･ MBCに続いて製作拒否を決議	

MBCアナウンサー２７人、出演・業務拒否宣言･･･『製作拒否』は３００人に	

18日	 	 青年３人を正規職採用すれば１人分の人件費を支援	

＊政府が『中小企業青年追加雇用奨励金(2+1)支援』事業に着手する。労働部が有望な中

小企業の成長と共に、良質の雇用を持続的に創り出す目的で行う。成長有望業種は雇用

保険委員会で審議・議決した 233業種で、電気・自走自動車・エネルギー産業・ロボッ

ト・次世代半導体・バイオヘルスなど。  	

危険業務請負禁止・元請け責任強化『危険の外注化防止法』来年施行	

＊政府が有害・危険性が高い作業に下請けを禁止し、下請け業者の労災事故に対する元請

け責任を強化する『危険の外注化防止法』を推進する。関連法を改正して来年下半期の

施行が目標。キム・ヨンジュ雇用労働部長官は「労働者の生命と安全を最優先と考える

国政運営価値を積極的に実践する」と明らかにした。	

公共・サービスの女性無期契約職、労組加入の増加傾向が明らかに	

＊韓国労働社会研究所が韓国の労組組合員の組織傾向と特徴を分析した。2010 年以後、

女性の労組加入が男性より活発になった。製造業より公共部門とサービス部門で、総連

合団体よりは未加盟労組で、組合員の増加傾向が目立った。	

教師・公務員「文在寅政府は労組する権利を保障せよ」	

＊教師・公務員が政府スタート 100日を迎えて政府に要求した。文在寅大統領は候補時期

に労働基本権保障を強調し、公務員労組と全教組の法外労組措置の撤回を約束したが、

未だ履行していない。	

文在寅政府は『障碍人３大積弊』廃止の約束を守れ	

＊障碍人団体は光化門駅の地下に籠城場を設置し、『障碍人３大積弊』である障碍等級

制・扶養義務制・障碍者収容施設廃止を求める活動を受け継いできた。籠城 5年目を迎

えて決起大会を行った。	

非正規職が１万人いる１４の国立大病院、正規職化政策に嫌がらせ？	

＊政府は公共機関の中で雇用形態が複雑で非正規職の規模が大きく、正規職転換に困難が

予想される機関を戦略機関に選定し、コンサルティングを提供する。全国 14の国立大

病院の非正規職の規模は 1万人。ソウル大病院が 3分の 1を占めるが、ソウル大病院経

営陣の拒否によって戦略機関から除外された。	

旭硝子の起訴を先送りする検察は労組破壊の共犯	

＊民主労総所属の闘争事業場の労働者が、不法派遣・不当労働行為の疑惑を受けている旭

硝子を直ちに起訴しろと検察に要求した。	

20日	 	 移住労働者「雇用許可制の廃止を」	

＊移住労働者が全国移住労働者決起大会を行い、会社を移る時に雇用主の許可が必要とす

る雇用許可制の廃止と、労働基本権保障を要求した。	
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大法院「経営陣のリストラを批判した宣伝放送も『正当な労組活動』」	

＊現代重工業の労働者が提起した懲戒無効確認訴訟で、労組の宣伝活動の一部が虚偽で

も、全体的に真実であれば「正当な活動」で、懲戒できないとして高法に差し戻した。	

下請け労働者の命を奪った STX造船海洋の爆発事故	

＊STX造船海洋で、建造中の船舶で爆発事故が発生し、労働者 4人が亡くなった。	

21日	 	 政府、２０１９年に ILO 核心協約を批准	

＊政府が 2019年に ILOの核心協約批准と、これに伴う各種法改訂を完了する。雇用労動

部は専門家たちと一緒に作業に入った。	

労働部長官「労動法教育を高等学校で義務化、賃金不払いには財産差し押え」	

＊キム・ヨンジュ長官は一線勤労監督官との対話で、「勤労監督の強化で労動市場の病幤

を解決し、労動尊重社会を実現する」と話した。	

学校非正規職− 教育部と１５教育庁、初めての集団交渉	

＊学校非正規職の処遇改善のための集団交渉が始まり、地域でバラバラな処遇基準を統一

する契機になると期待される。	

みなさん、ここで蜜の睡りをされるように願います	

＊2年間で 7億ウォンを越える心が集まって家作りが始まり、今年 4月に初めてショベル

が動いた後、1千人以上が工事現場で玉の汗を流した。こうして作った家が門を開けた。

非正規労働者のための憩い場で、連帯の空間になる非正規労働者の家『蜜の睡り』だ。	

協同組合労組「地域農畜協の宅配強要を中止せよ」	

＊農協物流が宅配事業のために韓進宅配と業務覚書を締結した。全国 1131地域農畜協を

仲介事業場にして、宅配物品を受け付ける。労組は特別な利益もなく労働者の労働強化

が進むと憂慮している。	

『世越号時局宣言』教師、二審も有罪･･･全教組は「上告する」	

期間制教師連合「教総、予備教師との混乱助長・反人権的行為を中断せよ」	

＊全国期間制教師連合会が韓国教員団体総連合会の、期間制教師と講師の正規職化反対署

名運動を、「期間制教師の教育権侵害だけでなく、反人権的行為」と批判した。	

22日	 	 民主労総の８７年労働者大闘争３０周年記念事業に『注目』	

＊民主労総が 1987年 7月から 9ヵ月間、全国的に展開された労働者大闘争の精神を記憶

するために、民主労組運動精神継承事業を展開する。	

業務上災害の認定が容易でない過労自殺、フランス・日本では？	

＊過労自殺が社会問題に浮上したが、過労自殺に対する認識や対策が不十分な状況だ。こ

れに対し、フランスのように遺族の立証責任を緩和したり、日本のように客観的な過労

自殺認定基準を準備しなければならないという主張が出された。	

キム・ミョンス大法院長候補者の指名、『司法改革』の導火線	

＊文在寅大統領が大法院長候補者にキム・ミョンス春川地法院長を指名した。キム候補者

は、社会的弱者の人権問題と司法府の独立に対する所信が明確と伝えられた。	

「１２人退社、１１人他部署配転」･･･マイクを奪われた MBC５年の残酷史	

「国会議員もリコールしよう」国民召還制追求署名、１ヵ月で１３万人突破	

23日	 	 二大労総「ILO核心協約批准」で共同行動	
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＊二大労総が労組する権利を保障し、強制労働を禁止する世界の普遍的な労働基本権を確

保するために力を合わせる 100万署名運動を始めた。	

国情院の１３積弊清算対象から抜け落ちた『労組破壊工作』	

＊国家情報院改革発展委員会傘下の積弊清算 TFの積弊リストから、国情院の広範囲な不

当労働行為が除外されている。全教組・公務員労組・発電労組・鉄道労組・金属労組な

どが、国家情報院の労組破壊不法行為に対する真相調査と責任者処罰を要求した。	

KTX解雇女性乗務員問題、結局国連人権委と ILOへの陳情に	

大統領府の前で「差別職級廃止せよ」	

＊雇用労働部の無期契約職の職業相談員が、不当な差別をなくして処遇を改善する予算

を、来年の政府予算案に反映せよと要求した。相談員 900人は 37日目スト中。	

低賃金・長時間労働の泥沼に落ちたタクシー技士･･･勤労基準法を改正せよ	

代行運転・宅配運転手「行政指針で特殊雇用労組を認めよ」	

＊雇用労働部と地方自治体は、特別雇用労働者は労働者ではないという理由で労組設立申

告を返戻している。サービス連盟が「文在寅大統領の特別雇用労働者の労働三権保障公

約に対する回答は、行政指針で特殊雇用職の労組設立申告を受け取ること」と主張した。	

財界５位のロッテが労組弾圧１位と呼ばれる理由	

＊民主労総サービス連盟が、2000 年から最近までに強行されたロッテグループの労組弾

圧を批判し、ロッテマート労働者とロッテ宅配労働者に対する不当解雇と不当人事を撤

回するように要求している。	

労使政委委員長に労働活動家出身で前・民主労働党代表のムン・ソンヒョン氏	

＊大統領府報道官は「ムン・ソンヒョン委員長は労使問題に豊富な経験があり、均衡感と

専門性が優れた労働分野の専門家」で、「新政府の国政課題である労働尊重社会の実現

に寄与し、韓国型社会的対話機構を指導する適任者」とした。 	

24日	 	 韓国労総「過労死・過労自殺を減らすには勤基法改正しなければ」	

＊韓国労総が『過労死根絶と長時間労働撤廃の対策委員会』を構成し、政府と国会に勤労

時間特例業種の縮小など、勤労基準法の改正を求めた。	

民主労総を訪ねたキム・ヨンジュ雇用労働部長官	

＊雇用労働部長官が初めて民主労総を直接訪問して懇談会を行った。ILO核心協約批准と

全教組・公務員労組問題を解決する意志を示した。勤労監督官を拡充して労働問題を解

消し、重大災害減らすために努力すると話した。	

雇用創出のために産業別雇用共同宣言、労使が引っ張って政府が押す	

＊保健医療分野の労使政が初めて産業別雇用共同宣言を行った。「保健医療の雇用の重要

性に認識を共にし、雇用創出と労働環境改善のために協力する」と約束した。政府の雇

用委員会は保健医療分野の特別委員会を構成し、提案された 10大課題を議論する。	

積極的雇用改善措置を強化して女性割当制を法制化しよう	

＊経済協力開発機構によれば、昨年の韓国の管理職中の女性の比率は 10.5%。OECD平均

(37%)の 3分の 1にも及ばない。取締会は 2.4%で OECD平均(20.5%)の 10分の 1。OECD

のガラスの天井指数を見れば韓国は 24点で、平均(60点)を大きく下回る。女性役員割

当制や目標制を法制化しなければならないという主張も強い。	
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金融圏の過当競争で、消費者→労働者→銀行被害の悪循環	

＊銀行の労働者の 9割が「顧客の利益より、銀行の核心成果指標(KPI)の実績評価に有利

な商品を販売した経験がある」と答えた。顧客利益は後まわしにされるという意味。	

蔚山科学大の清掃労働者『時給６千ウォン要求して１１６４日目の座り込み』	

＊闘いは 3年続いている。20人だった組合員は 8人になった。清掃労働者の願いは一つ。

「現場に戻って労働に対する正当な待遇を受けたい」。	

25日	 	 雇用労働部長官「外部の５０％が参加する労働部積弊清算委を準備」	

＊キム・ヨンジュ長官が、過去に労働部が行った積弊を清算するために、外部が参加する

積弊清算委員会を設置すると明らかにした。	

「言論積弊清算・公営放送正常化」の闘いの旗を立てて	

＊李明博・朴槿恵政権で『権力のラッパ手』に転落した公営放送。最近公営放送の MBC・

KBS の構成員が、「言論積弊清算と公営放送正常化」を叫んで闘争旗を立てている。

取材記者と PD、アナウンサーなど 350人余りが製作拒否に入った MBCは、5年振りの

ストを予告し、KBSの記者と PDは製作拒否を宣言した。	

中労委も「釜山交通公社労組幹部の職位解除は不当」	

＊昨年 3回のストをした釜山地下鉄労組の幹部に対する公社側の懲戒に、中労委も「職位

解除は不当」と判定した。公社は昨年 9月の 1次スト当時、職務遂行能力不足と勤務成

績不良、不誠実勤務態度を根拠として 855人を職位解除したが、労組と地域社会の反撥

で、労組幹部 40人を除く 815人に対する職位解除を取り消していた。	

「全教組まで期間制教師の正規職化に反対するのか？」全期連が遺憾を表明	

＊全国期間制教師連合会は、全教組中執が「一括的で即刻な期間制教師の正規職転換に同

意しない」との立場を暫定的に決めたとし、「前向きな路線修正」を要請した。	

李在鎔に懲役５年の判決、ファン・サンギさん「話にもならない」	

＊どんな大変な時も常に笑ってきたファン・サンギさんは、固い表情で首を横に振った。

「民主労総の委員長の一審判決が懲役 5年」で、「数百億の金を横領して賄賂を提供し、

数兆ウォンの不当利益を得た犯罪者に懲役 5年とは、話にもならない」と声を強めた。	

27日	 	 世越号を参観の後、涙溢れる市民「とても凄惨で････」	

＊『世越号・木浦新港集中訪問の日』。全国各地から集まった市民 2千人が涙を流した。	

国民４３.４％「李在鎔５年の刑、非常に軽い」	

＊サムスン電子副会長に懲役 5年が宣告されたことに、国民の 43.4%が「刑量が非常に軽

い」と評価した。「刑量が非常に重い」が 29.7%、「適正だ」が 23.9%。	

28日	 	 良い雇用都市国際フォーラム、９月５･６日にソウル市で	

＊ガイ・ライダーILO事務総長など海外の労使政の専門家が、良質の雇用創出のための都

市労働モデル開発と拡大を論議する。	

「長時間労働はダメ」二大労総が勤労基準法改正で一声に	

＊国会・環境労働委員会が勤労時間特例業種の縮小を含む勤労基準法改正を審議する。労

働界が長時間労働根絶のために、与野党の環境労働委員と面談して説得を始めた。	

『月火水木金金金』労働強要･･･勤労基準法５９条廃止せよ	

＊民主労総、参与連帯など『過労死 OUT共同対策委員会』が長時間労働の『元凶』勤労

基準法 59条の全面廃棄を求めた。	
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「参加主体を拡大して産業別・地域別中層単位交渉を」二大労総に決断要請	

＊ムン・ソンヒョン経済社会発展労使政委員会委員長は、就任式で「新しい社会的対話機

構は参加主体、特に労使が自ら問題解決法を模索するように積極的に支援する役割」と

し、二大労総に積極的に参加する勇気ある決断を要請した。	

全国の MBC記者２５５人「公正報道・放送独立争奪の全面闘争」	

＊全国 16地域の MBC記者で構成された全国 MBC記者会は「後退した MBCの公正報道

と放送の独立のために、すべての正しい手段と方法を動員して闘う」と明らかにした。	

「労働者なのに労働者と呼ばれないホン・ギルドン」三歩一拝する代理運転士	

＊全国代行運転労働組合所属の運転士が「労働者なのに労働者と呼ばれない」という理由

で『ホン・ギルドンの仮装』で三歩一拝を行った。	

蔚山爆発事故の被災労働者、会社の治療費中断で二回目の涙	

＊昨年 10月、工場の爆発事故で 3度の火傷を負った Jさんは、治療費支援の約束で示談

書を作成した。会社が先月末、突然治療費中断を通知してきた。Jさんが損害賠償請求

に関する権限を弁護士に委任したというのが理由。	

日本軍『慰安婦』被害者ハ・サンスク･ハルモニ死亡･･･享年８９才	

＊日本軍『慰安婦』被害生存者は今は 36人しか残っていないことになった。	

29日	 	 国土交通部長官「常時・持続・生命・安全業務は正規職雇用が原則」	

＊国土交通部が仁川国際空港公社・韓国鉄道公社などの公共機関長会議で、国政課題推進

計画と非正規職の正規職化など雇用創出、公共性強化方案を議論した。	

零細自営業者に３兆支援･･･最低賃金の後続対策	

＊雇用労働部が大幅な最低賃金の引き上げに伴う零細自営業者の支援対策として、3兆ウ

ォンに達する『2018 年予算案』を編成した。労働部の予算増加率は今年より 30%増え

て IMF以後 20年振りに最高水準を記録した。	

私たちはニュース製作を拒否します	

＊KBSのソウル地域の記者が製作拒否に入った。29日と 30日にはソウル地域を除く全国

の記者と PDが加勢する。1次目標はコ・テヨン社長の退陣で、最終目標はコ・テヨン

社長体制で崩れた公営放送 KBSの正常化だ。	

「必須の人員も残さない」 ５年振りに全面スト突入する MBC	

＊言論労組 MBC本部は、スト賛否投票で総在籍人員 1758人中 1682人が投票に参加し、

1568人(93.2%)の圧倒的賛成で全面ストが可決されたと明らかにした。	

大法院、サムソン LCD労働者の『稀貴病』で高裁に「再び判決せよ」	

＊サムスン電子 LCD工場で働き『多発性硬化症』に罹った労働者の労災認定訴訟で、大

法院が原審を破棄して労働者の手を挙げた。サムスン電子半導体と LCD工場の労働者

が提起した労災関連事件で、業務と疾病の因果関係を認めた初めての大法院の判決。	

労働部の一般相談員の要求が合意に到達、４３日間のストを纏め業務に復帰	

＊雇用労働部が 2019年までに一般相談員全員を専任相談員に統合すると約束した。	

被害者の平均生存期間は２年以内	

＊1級発ガン物質石綿のゾッとする実態が統計で明らかになった。環境保健市民センター

と韓国石綿追放ネットワークが、中皮腫発病者 411人の石綿曝露原因を分析した研究結

果を公開した。中皮腫が発病した被害者の平均生存期間は 2年にならなかった。労働者
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の作業服に付着した石綿で家族が悪性中皮腫に罹る事例も少なくなかった。	

中小企業界が『青年もう１人採用』１０万正規職採用運動を始める	

＊中小企業中央会・ベンチャー企業協会など中小企業団体と産業・地域別中小企業を会員

とする中小企業雇用委員会が事業計画を発表した。	

30日	 	 労働時間短縮で与野党合意に失敗、行政指針廃棄に弾み	

＊環境労働委は来月 1日からの定期国会で争点事案に対する審査を続ける方針だが、尖鋭

な争点が並んでいる。合意できなければ、文在寅大統領の公約通り、勤労時間に関連す

る雇用労働部の行政指針が廃棄される見通し。	

賃金体系改編が優先？	 金融圏の産別交渉が再び霧散	

＊使用者側が、賃金体系改編のための議論に労組が参加すれば産別交渉に参加すると主張

して、労働界が反撥している。	

釜山地労委「釜山地下鉄労組のストは主体・目的・手続き・手段で正当」	

＊釜山交通公社が成果年俸制反対ストを主導したとして、労組幹部 40人を重懲戒したの

は不当という判定が送達された。解任された労組幹部 7人は直ちに原職に復職する。	

金属労組の役員選挙、３派戦で	

＊労組役員選挙が選挙戦で行われるのは 2007年の 5期選挙以来 10年振り。委員長− 首席

副委員長− 事務局長の立候補登録に 3組の候補が出馬した。副委員長選挙も 5人の一般

名簿副委員長選挙に 8人が出場の意向を示した。	

トイレで食事するマンション警備員、労働環境の改善を求めた国家人権委	

＊国家人権委員会は声明を出し、YTN で報道されたように、警備員が人間らしい労働環

境で働けるように政府の指導、監督を強化し、最低賃金の上昇による解雇・賃金削減な

ど、雇用上の不利益の実態を把握して措置するように要求した。	

正規職にすると言ったが･･･『労使対話』では依然疎外される非正規職	

＊政府は公共部門非正規職の正規職転換の過程で「労使の十分な協議」を強調したが、現

場の一線では非正規職当事者の参加がないことが明らかになった。	

31 日	 	 韓国労総− 韓国労総出身の与野議員「労働尊重社会のために一緒に努力しよ

う」	

労働部長官「休日勤労加算手当ては１００％支給すべき」	

＊キム・ヨンジュ長官は国会・法制司法委員会で「土曜日も日曜日もなく働く人には 100%

加算しなければならないと考える」話した。勤労基準法改正の国会議論が平行線の中で

出てきた発言として注目される。	

起亜車労組、通常賃金訴訟で一部勝訴･･･認定額は大幅に減って	

＊定期賞与金などを通常賃金と認めて欲しいという労組の請求は、信義則に違反するもの

ではないとし、請求額の一部を支給するように判決した。	

MBC組合員『社長退陣』ロビー・デモ･･･支持訪問した KBSアナウンサー	

正規職の連帯、非正規職２７０人を『本社職員』に･･･労使の意味ある実験	

＊ケーブル放送ディルライブの労使が、2年連続で下請け業者の設置・修理技士を正規職

に転換することに合意した。放送通信業界で非正規職労働者を『本社正規職』として雇

用するのはディルライブだけ。	
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４７年目に清渓川周辺に花を咲かせる『全泰壱精神』	

＊全泰壱烈士記念館と感情労働者権利保護の事務所が清渓川に造られる。ソウル市主管の

『全泰壱労働複合施設建設推進委員会』が発足した。施設は全泰壱橋から徒歩で 10分

の場所。リモデリングは来年下半期に完工する予定。	


